
�愛媛県告示第１５８０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び重

信町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

松山刑務所

温泉郡重信町大字見奈良１２４３－２

松山刑務所長 楠原 正信

２ 事業場の名称及び所在地

松山刑務所

温泉郡重信町大字見奈良１２４３－２

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項
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告 示

平成１４年９月２７日金曜日 第１３９４号

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり５２９立方メートル処理

工事の着手予定年月日 平成１４年１１月１日

工事の完成予定年月日 平成１５年３月３１日

使用開始の予定年月日 平成１５年４月１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．７

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３７０

最大 ５２９

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。）別表第１第７２号 し尿処
理施設

工事の着手予定年月日 平成１４年１１月１日

工事の完成予定年月日 平成１５年３月３１日

使用開始の予定年月日 平成１５年４月１日

処 理 施 設 の 種 類 合併処理浄化槽

処 理 施 設 の 型 式 硝化液循環活性汚泥方式

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ２９．９メートル 横 １７．３メートル
高さ ６．７６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり５２９立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 硝化液循環活性汚泥方式
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第１５８１号
次の診療所は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省

令第８号）第１条第１項の規定による救急診療所でなくなっ

た。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１５８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、今治市富田地区土地改良区から次のとおり役員が就

任し、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１５８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、松山市吉藤土地改良区から次のとおり役員が就任し

、及び退任した旨の届出があった。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第１５８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、重信町北野田土地改良区から次のとおり役員が退任

した旨の届出があった。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７０

最大 １００

通常 １１

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １７５

最大 ２５０

通常 １１

最大 １５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ３５

最大 ５０

通常 ７

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ４

最大 ６

通常 ０．７

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３７０

最大 ５２９

通常 ３７０

最大 ５２９

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６～８

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １１

最大 １５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １１

最大 １５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７

最大 １０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．７

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３７０

最大 ５２９

名 称 所 在 地 開 設 者 名

勝 呂 外 科 松山市二番町四丁目２－８ 医療法人社団
勝呂外科

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 越 智 文 朗 今治市上徳乙１１７番地３

〃 宇佐美 弘 志 今治市高市甲１７７番地１

〃 近 藤 徹 也 今治市喜田村四丁目１３番地３５号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 村 上 佳 宣 今治市上徳乙１１４番地の６

〃 越 智 猛 今治市高市５３２番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 吉 川 宗 徳 松山市吉藤二丁目１３番６号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 藤 村 純 徳 松山市吉藤二丁目６番３３号

愛 媛 県 報平成１４年９月２７日 第１３９４号
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�������
�愛媛県告示第１５８５号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市大生院字一ノセ４５１１の甲・４５１２の１・字一ノ瀬

４５１１の乙・字カンカケ４５１６の甲・４５１６の乙（以上５筆につ

いて次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

林道用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び新居浜

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１５８６号
次の加入区の特定養殖漁業者の同意は漁業災害補償法（昭

和３９年法律第１５８号）第１２５条の８第１項に規定する要件に

適合すると認めるので、同条第３項において準用する同法第

１０５条の２第４項の規定に基づき、次のとおり公示する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

のり等養殖業（のり養殖業）

加 入 区

土居町加入区

�愛媛県告示第１５８７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、今治地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 中 川 秀 孝 温泉郡重信町大字北野田２８８番地

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
越智郡大三島町大字宮浦４６２８番地先から

同大字５２１３番３地先まで
平成１４年９月２７日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大三島環状線
越智郡大三島町大字口総１３６６番１地先から

同大字１３７０番１地先まで
平成１４年９月２７日

〃 〃
越智郡大三島町大字口総２４３５番２から

同大字２４４０番１地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山東部環状線
松山市南高井町１２２５番４から

同町１３２４番６まで

旧 ９．０～２５．０ ０．２１３

新 １５．０～４７．０ ０．２１３

��������������
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�愛媛県告示第１５９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 森松重信線
松山市南高井町１３３４番５から

同町７００番５まで

旧 ８．０～１５．０ ０．１９５

新 １１．６～４５．０ ０．１９５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山東部環状線
松山市南高井町１２２５番４から

同町１３２４番６まで
平成１４年１０月１日

〃 森松重信線
松山市南高井町１３３４番５から

同町７００番５まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山北条線
松山市祝谷三丁目乙１１番２から

同市祝谷三丁目１４０３番４まで

旧 ５．５～８．５ ０．０５５

新 ８．５～１４．６ ０．０５５

〃 和気衣山線
松山市安城寺町１０６５番７から

同町１０６５番６まで

旧 ７．５～１１．０ ０．０２５

新 １２．０～１５．５ ０．０２５

〃 〃
松山市安城寺町１０７６番５地先から

同町１０８０番地先まで

旧 ９．２～１０．０ ０．０２０

新 １２．５ ０．０２０

〃 〃
松山市安城寺町９２番３地先から

同町９２番５地先まで

旧 ９．５～１１．５ ０．０２０

新 １２．０～１４．５ ０．０２０

〃 〃
松山市安城寺町９０番９から

同町８８番７まで

旧 ９．０～１０．０ ０．０４３

新 １２．０ ０．０４３

〃 〃
松山市西長戸町３０９番地先から

同町３１０番２地先まで

旧 ７．０ ０．０２４

新 １２．０～１３．０ ０．０２４
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�愛媛県告示第１５９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山北条線
松山市祝谷三丁目乙１１番２から

同市祝谷三丁目１４０３番４まで
平成１４年９月２７日

〃 和気衣山線
松山市西長戸町３０９番地先から

同町３１０番２地先まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田柳谷線
上浮穴郡小田町大字本川４１５２番から

同大字４１５３番地先まで

旧 １２．５～１８．０ ０．０７５

新 １８．０～２８．５ ０．０７５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田柳谷線
上浮穴郡小田町大字本川４１５２番から

同大字４１５３番地先まで
平成１４年９月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 肱川公園線
喜多郡五十崎町大字福岡乙５７番４から

同大字甲３９９番５まで

旧 ４．６～５．９ ０．１３４

新 ６．９～２４．８ ０．１３１

〃 小田河辺大洲線 喜多郡河辺村大字植松５７２番２
旧 １５．０～２０．７ ０．０３１

新 １６．５～５１．７ ０．０３１

〃 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南１３１４番３から

同町大瀬南１２１１番２まで

旧 ３．８～１４．４ ０．１５０

新 ７．３～２３．２ ０．１４９
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その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１５９９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
喜多郡五十崎町大字福岡乙５７番４から

同大字甲３９９番５まで
平成１４年９月２７日

〃 小田河辺大洲線 喜多郡河辺村大字植松５７２番２ 〃

〃 立石内子線
喜多郡内子町大瀬南１３１４番３から

同町大瀬南１２１１番２まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 長浜保内線
喜多郡長浜町大字豊茂甲１３０２番２から

同大字丙８７番３地先まで

旧 １４．０～４０．０
４．０～４０．０

０．１２３
０．１０１

新 １４．０～２２．５ ０．１２３

〃 肱川公園線
喜多郡肱川町大字山鳥坂１８番から

同大字１７番まで

旧 ６．８～７．７ ０．０２５

新 １０．２～２２．１ ０．０２５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線 喜多郡肱川町大字山鳥坂１８番 平成１４年９月２７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 宇和島下波津島線 北宇和郡津島町北灘字入道ケ谷第２号６番５
旧 ４．６～５．０ ０．０１７

新 ５．０～８．１ ０．０１７
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�愛媛県告示第１６０２号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

八幡浜市産業通１９４番３、１９５番１、１９５番１地先水路

２ 申請人の住所氏名

八幡浜市産業通６番２６号

清水 長一

八幡浜市産業通２番１９号

昭栄不動産商事 代表者 魚海 浩昭

３ 図面省略

�愛媛県告示第１６００号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６０１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

愛媛県職員の給与及び定員の実態を次のとおり公表します。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宇和島下波津島線 北宇和郡津島町北灘字入道ケ谷第２号６番５ 平成１４年９月２７日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

三土（開）第１４号

平成１４年９月１０日

伊予三島市中曽根町字井垣３４３番５、３４６番３、３４６番４、３４７番、３４
８番１、３４８番８、３４８番９、３４８番１０、３４８番１１、３４８番１２、３４８番１３、
３４８番１４、３４８番１５、３４９番１、３４９番６、３６０番４、３６１番２、３６１番
３、３６２番１、３６５番８、３６５番９及び地先農道・水路の一部

伊予三島市中曽根町３４６番地の３
有限会社 西部観光
代表取締役 朴 賢 次

松局伊土検（開）第３０号

平成１４年９月１２日
伊予郡松前町大字南黒田字中小路６０９番及び６１０番

伊予市下吾川９４９番地１
山田建工株式会社
代表取締役 山 田 保 美

公 告
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１ 給 与 水 準

県職員の給与水準は、ラスパイレス指数で表されますが、本県の平成１３年度におけるラスパイレス指数は、１０１．９です。

ラスパイレス指数とは、各地方公共団体の学歴別・経験年数別の職員数が国家公務員のそれと同じであると仮定し、その職

員数に各地方公共団体の平均給料月額を乗じて得られる給料総額が国家公務員の給料総額に対してどのような割合になるかを

示す指数ですが、上記の本県ラスパイレス指数は、本県の一般行政職の給与水準を、国家公務員の行政職俸給表�適用者のそ

れを１００として比較したものです。

２ 人 件 費 の 状 況

人件費には、一般職の職員（警察関係職員、教育関係職員及び一般行政関係職員をいう。以下同じ。）に支給する給与と、

特別職の職員に支給する知事等特別職の給与、議員の報酬及び期末手当並びに委員等報酬のほか、地方公務員共済組合負担金

、退職手当、恩給及び退職年金、災害補償費等が含まれています。

平成１３年度における普通会計の決算による人件費の状況は、次の表のとおりです。

３ 職 員 給 与 費 の 状 況

職員給与費とは、人件費のうち、一般職の職員に対して支給される給料及び扶養手当、通勤手当、住居手当、超過勤務手当

、期末・勤勉手当等の諸手当に要する経費であり、退職手当に要する経費は含まれていません。

平成１４年度６月議会の補正後の歳出予算における職員給与費の状況は、次の表のとおりです。

４ 職員の平均給料月額及び平均年齢の状況

本県では、行政職給料表、公安職給料表、中学校・小学校教育職員給料表、高等学校等教育職員給料表など９種類の給料表

を国に準じて定めているほか、技能労務職員の給料表を定めています。

平成１４年４月１日現在における職員数（企業会計関係職員２，１１９人は、含みません。）は、２１，３４３人です。

このうち、代表的な職種である一般行政職（行政職給料表適用者のうち、税務事務に従事する職員、船員並びに愛媛県立保

育専門学校及び愛媛県立歯科技術専門学校において教育業務に従事する職員（以下「税務職員等」という。）を除いた職員を

いう。以下同じ。）４，７４４人（２２．２パ－セント）、公安職２，２１６人（１０．４パ－セント）、中学校・小学校教育職８，６１２人（４０

．４パ－セント）、高等学校教育職３，１３５人（１４．７パ－セント）及び技能労務職６００人（２．８パ－セント）の職員の平均給料月

額及び平均年齢の状況は、次の表のとおりです。

区 分
住民基本台帳人口
（平成１３年度末）

歳 出 額
（Ａ）

実 質 収 支
人 件 費

（Ｂ）
人 件 費 率
（Ｂ／Ａ）

平 成１２年 度
の 人 件 費 率

１３年度
人

１，５０５，０４７
千円

７２０，４３２，６１８
千円

７７６，３０１
千円

１９８，４２２，６５２
％

２７．５
％

２７．９

区 分 職 員 数
（Ａ）

給 与 費 １人当たり
平均給与費
（Ｂ／Ａ）給 料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計（Ｂ）

１４年度
人

２１，５９３
千円

９８，５９７，６７１
千円

１７，４０１，６０４
千円

４２，５９９，４９２
千円

１５８，５９８，７６７
千円

７，３４５

注 職員数及び給与費は、平成１４年度予算（６月補正後）に計上された数値であり、職員数は、４及び１１に掲げる数（平成

１４年４月１日現在の実職員数）とは一致しません。
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５ 職員の初任給の状況

平成１４年４月１日現在における一般行政職、公安職、中学校・小学校教育職及び高等学校教育職の職員の初任給を国のそれ

と比較した状況は、次の表のとおりです。

６ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

経験年数とは、おおむね次のとおりです。

� 学歴取得後直ちに本県へ就職した者 県職員として在職した年数

	 学歴取得後無職の期間又は他へ就職していた期間を経て本県へ就職した者 無職の期間の４分の１及び他へ就職してい

た期間のおおむね１０分の８の期間と県職員として在職した期間とを合算した年数

平成１４年４月１日現在における一般行政職、公安職、中学校・小学校教育職、高等学校教育職及び技能労務職の職員の経験

年数別・学歴別平均給料月額の状況は、次の表のとおりです。

区 分

一 般 行 政 職 公 安 職 中 学 校 ・ 小 学 校
教 育 職 高 等 学 校 教 育 職 技 能 労 務 職

行政職給料
表適用者（
税務職員等
を除く。）

公安職給料
表適用者

中学校・小
学校教育職
員給料表適
用者

高等学校等
教育職員給
料表適用者

技能労務職
に係る給料
表適用者

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

平 均
給 料 月 額

平均
年齢

愛 媛 県
円

３６３，３７４
４１歳

６月

円
３８５，３６２

４２歳

６月

円
３８５，２３２

４０歳

４月

円
３８２，０１２

４０歳

１０月

円
３１６，６２０

４３歳

５月

注 平均給料月額は、単純平均したものであり、学歴、経験年数、職位等の要素は、考慮に入れていません。

区 分
愛 媛 県 国

決 定 初 任 給 採 用 ２ 年 経 過
日 給 料 月 額 初 任 給 採 用 ２ 年 経 過

日 給 料 月 額

一 般 行 政 職
大 学 卒 １７４，４００円 １８８，９００円

�種 １８４，２００円 ２０３，８００円

�種 １７４，４００円 １８８，９００円

高 校 卒 １４１，９００円 １５１，８００円 �種 １４１，９００円 １５１，８００円

公 安 職
大 学 卒 ２０２，８００円 ２２０，０００円 ２０２，８００円 ２２０，０００円

高 校 卒 １６０，２００円 １８１，３００円 １６０，２００円 １８１，３００円

中学校・小学

校 教 育 職
大 学 卒 ２０３，１１２円 ２１８，５０４円 ２０３，１１２円 ２１８，５０４円

高 等 学 校

教 育 職
大 学 卒 ２０３，１１２円 ２１８，５０４円 ２０３，１１２円 ２１８，５０４円

区 分 経 験 年 数 １０ 年 経 験 年 数 １５ 年 経 験 年 数 ２０ 年

一 般 行 政 職
大 学 卒 ２８４，５１１円 ３４４，４３９円 ４００，９０６円

高 校 卒 ２１９，６５７円 ２９１，４７８円 ３６０，２１０円

公 安 職
大 学 卒 ２９４，３１３円 ３６４，０７９円 ４２２，８２９円

高 校 卒 ２５３，９８７円 ３１０，５３２円 ３７９，３４６円

中 学 校 ・ 小 学 校

教 育 職
大 学 卒 ３２６，８１９円 ３７４，９４１円 ４１５，９１４円

高 等 学 校 教 育 職 大 学 卒 ３２３，４９３円 ３８０，８１９円 ４１７，０１８円

技 能 労 務 職 高 校 卒 ２０７，７００円 ２５５，６８８円 ２９８，４３８円
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７ 一般行政職の級別職員数の状況

本県における一般行政職の職員に適用される行政職給料表は、職務により１級から１１級までの１１区分に分かれており、これ

らは、国の行政職俸給表�の区分と同じです。

平成１４年４月１日現在における級別職員数とその構成比は、次の表のとおりです。

８ 昇給期間短縮の状況

５５歳未満の職員は、１２月ないし２４月の期間を良好な成績で勤務すれば、昇給できることになっていますが、勤務成績が特に

優秀な職員、良好な成績で多年勤続し退職する職員等については、国に準じて、その期間を短縮して昇給できるようになって

おり、これを特別昇給といいます。

また、新たに採用された職員についても、国に準じて、一定の条件を設けて昇給期間を短縮しています。

これらの昇給期間短縮の実施状況は、次の表のとおりです。

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 ８ 級 ９ 級 １０ 級 １１ 級 計

標準的な職

務 の 内 容

主 事

技 師

主 事

技 師

主 事

技 師
主 査 係 長 専門員

課 長

補 佐
課 長 参 事 次 長 部 長

職 員 数
人
４７

（ ０）

人
３０２
（ ０）

人
３６５
（ ６）

人
６０１
（ ０）

人
５５０
（ ０）

人
１，０９５
（ ０）

人
１，０８６
（ ０）

人
５６９
（ ０）

人
６３

（ ０）

人
５１

（ ０）

人
１５

（ ０）

人
４，７４４
（ ６）

構 成 比
％
１．０
（ ０）

％
６．３
（ ０）

％
７．７

（１００．０）

％
１２．７
（ ０）

％
１１．６
（ ０）

％
２３．１
（ ０）

％
２２．９
（ ０）

％
１２．０
（ ０）

％
１．３
（ ０）

％
１．１
（ ０）

％
０．３
（ ０）

％
１００．０
（１００．０）

１ 年 前 の

構 成 比

％
１．０

％
５．６

％
９．３

％
１２．９

％
１１．７

％
２２．９

％
２１．９

％
１２．１

％
１．２

％
１．１

％
０．３

％
１００．０

５ 年 前 の

構 成 比

％
１．３

％
１０．３

％
１１．３

％
１１．７

％
１０．６

％
２５．３

％
１５．３

％
１１．１

％
１．６

％
１．１

％
０．４

％
１００．０

注１ 標準的な職務の内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員数とその構成比であり、外書きです。

本県の状況を国と比較して図示すると、次のとおりです。

１級
１．０％

９級 １０級 １１級
１．３％ １．１％ ０．３％

愛
媛
県

２級
６．３％

３級
７．７％

４級
１２．７％

５級
１１．６％

６級
２３．１％

７級
２２．９％

８級
１２．０％

国
２級
８．４％

３級
１９．１％

４級
２１．６％

５級
１１．６％

６級
１５．７％

７級
９．９％

８級
８．２％

１級
２．２％

９級 １０級 １１級
１．７％ ０．９％ ０．７％
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９ 職 員 手 当 の 状 況

職員には、基本給としての給料のほか、各職員の生活実態及び勤務条件の違い等を考慮して、各種の手当を支給しています

。

主な手当は、次の表のとおりであり、おおむね国と同じ内容となっています。

なお、調整手当は、医師の採用を容易にするとともに、生計費の高い地域における生活状況を考慮して、また、特殊勤務手

当は、著しく危険、不快、不健康又は困難な業務に従事する職員に、その勤務の特殊性に基づき、それぞれ支給するものです

。

� 扶養手当

	 調整手当

区 分 一般行政職 公 安 職
中学校・小

学校教育職

高 等 学 校

教 育 職
技能労務職 計

１３

年

度

職 員 数（Ａ） ４，７６２人 ２，２１５人 ８，６０６人 ３，１５１人 ６１０人 １９，３４４人

成 績 特 昇（Ｂ） ７１４人 ３３２人 １，２９０人 ４７２人 ９１人 ２，８９９人

比 率（Ｂ／Ａ） １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １４．９％ １５．０％

退職時特昇（Ｃ） １１８人 ５６人 １５７人 １４１人 １６人 ４８８人

比 率（Ｃ／Ａ） ２．５％ ２．５％ １．８％ ４．５％ ２．６％ ２．５％

初任給短縮（Ｄ） １１０人 ７５人 ８８人 １９５人 １人 ４６９人

比 率（Ｄ／Ａ） ２．３％ ３．４％ １．０％ ６．２％ ０．２％ ２．４％

１２

年

度

職 員 数（Ａ） ４，７５６人 ２，２０６人 ８，５９９人 ３，１３５人 ６２１人 １９，３１７人

成 績 特 昇（Ｂ） ７１３人 ３３０人 １，２８９人 ４７０人 ９３人 ２，８９５人

比 率（Ｂ／Ａ） １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％ １５．０％

退職時特昇（Ｃ） １１１人 ５６人 １３８人 １６９人 ２３人 ４９７人

比 率（Ｃ／Ａ） ２．３％ ２．５％ １．６％ ５．４％ ３．７％ ２．６％

初任給短縮（Ｄ） ９４人 ５１人 ４７人 １０２人 ６人 ３００人

比 率（Ｄ／Ａ） ２．０％ ２．３％ ０．５％ ３．３％ １．０％ １．６％

区 分 配 偶 者
配偶者以外の
扶養親族のう
ち２人まで

扶養親族でない
配偶者を有する
職員の扶養親族
のうち１人

配偶者のない
職員の扶養親
族のうち１人

そ の 他 の

扶 養 親 族

満１５歳に達する日後の最初
の年度初めから満２２歳に達
する日以後の最初の年度末
までの子

愛 媛 県 １６，０００円 ６，０００円 ６，５００円 １１，０００円 ３，０００円 １人につき５，０００円加算

国 １６，０００円 ６，０００円 ６，５００円 １１，０００円 ３，０００円 １人につき５，０００円加算

区 分 支 給 対 象 地 域 支 給 率 支 給 対 象 職 員 数 国の支給率
支 給 対 象 職 員 １ 人

当 た り 平 均 支 給 年 額

医 師 １０％ ３１人 １０％

６３０，８９７円

医 師 以 外

東 京 都 （ 特 別 区 ） １２％ ２３人 １２％

大 阪 府 （ 大 阪 市 ） １０％ ４人 １０％

注１ 支給対象職員数は、平成１４年４月１日現在の職員数です。

２ 支給対象職員１人当たり平均支給年額は、平成１３年度の実績によるものです。
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 住居手当

� 通勤手当

� 特殊勤務手当

区 分 借 家 ・ 借 間 居 住 者 持 家 居 住 者

愛 媛 県

全 額 支 給 限 度 額 １１，０００円

持 家 居 住 者 ３，５００円

最 高 支 給 限 度 額 ２７，０００円

国

全 額 支 給 限 度 額 １１，０００円 新築・購入から５年間 ２，５００円

最 高 支 給 限 度 額 ２７，０００円 そ の 他 １，０００円

区 分 交 通 機 関 利 用 者 交 通 用 具 使 用 者

愛 媛 県

全 額 支 給 限 度 額 ４５，０００円

片道５�未満 ２，５００円

片道５�以上１０�未満 ４，９００円

片道１０�以上１５�未満 ８，１００円

片道１５�以上２０�未満 １０，４００円

片道２０�以上２５�未満 １２，７００円

片道２５�以上３０�未満 １５，０００円

片道３０�以上３５�未満 １７，３００円

最 高 支 給 限 度 額 ５２，５００円

片道３５�以上４０�未満 １９，６００円

片道４０�以上４５�未満 ２１，９００円

片道４５�以上５０�未満 ２４，２００円

片道５０�以上５５�未満 ２６，５００円

片道５５�以上６０�未満 ２８，８００円

片道６０�以上６５�未満 ３１，１００円

片道６５�以上 ３３，４００円

国

全 額 支 給 限 度 額 ４５，０００円

片道５�未満 ２，０００円

片道５�以上１０�未満 ４，１００円

片道１０�以上１５�未満 ６，５００円

片道１５�以上２０�未満 ８，９００円

片道２０�以上２５�未満 １１，３００円

最 高 支 給 限 度 額 ５０，０００円

片道２５�以上３０�未満 １３，７００円

片道３０�以上３５�未満 １６，１００円

片道３５�以上４０�未満 １８，５００円

片道４０�以上 ２０，９００円

職員全体に占
める手当支給
職員数の割合

支給対象職員
１ 人 当 た り
平均支給年額

手 当 数
代 表 的 な 手 当 の 名 称

支 給 額 の 多 い 手 当 多 く の 職 員 に 支 給
さ れ て い る 手 当

５５．６％ ５５，９２４円 ５８

１ 教員特殊業務手当

２ 教育業務連絡指導手当

３ 私服員が主として従事する
犯罪予防若しくは捜査又は被
疑者逮捕作業手当

４ 夜間特殊作業手当

５ 警ら作業手当

１ 教員特殊業務手当

２ 教育業務連絡指導手当

３ 緊急業務処理作業手当

４ 私服員が主として従事する
犯罪予防若しくは捜査又は被
疑者逮捕作業手当

５ 死体取扱作業手当

注 支給対象職員１人当たり平均支給年額は、平成１３年度の実績によるものです。
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 超過勤務手当

� 期末・勤勉手当

� 退職手当

区 分 支 給 総 額 職員１人当たり平均支給年額

１３ 年 度 ３，４４７，１２６千円 １８０千円

１２ 年 度 ３，７７２，４８０千円 １９８千円

区 分 愛 媛 県 国

期 末 手 当

６ 月 期 １．４５月分 （０．７月分） １．４５月分 （０．７月分）

１２ 月 期 １．５５月分 （０．９月分） １．５５月分 （０．９月分）

３ 月 期 ０．５５月分 （０．３月分） ０．５５月分 （０．３月分）

計 ３．５５月分 （１．９月分） ３．５５月分 （１．９月分）

勤 勉 手 当

６ 月 期 ０．６ 月分 （０．３月分） ０．６ 月分 （０．３月分）

１２ 月 期 ０．５５月分 （０．３月分） ０．５５月分 （０．３月分）

計 １．１５月分 （０．６月分） １．１５月分 （０．６月分）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 有 有

注１ 特定幹部職員（次長級以上の職員）については、６月期と１２月期の期末手当のうち、それぞれ０．２月分を勤勉手当に

振り替えています。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員に係る支給割合です。

区 分
愛 媛 県 国

自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年 自 己 都 合 勧 奨 ・ 定 年

勤 続 ２０ 年 ２１．０ 月分 ２８．８７５月分 ２１．０ 月分 ２８．８７５月分

勤 続 ２５ 年 ３３．７５月分 ４４．５５月分 ３３．７５月分 ４４．５５月分

勤 続 ３５ 年 ４７．５ 月分 ６２．７ 月分 ４７．５ 月分 ６２．７ 月分

最 高 限 度 額 ６０．０ 月分 ６２．７ 月分 ６０．０ 月分 ６２．７ 月分

そ の 他 の 加 算 措 置
定年前早期退職者特例措置
（２％～２０％加算）

定年前早期退職者特例措置
（２％～２０％加算）

退 職 時 特 別 昇 給 １号給（勤続２０年以上） １号俸（勤続２０年以上）

１ 人 当 た り

平 均 支 給 額

公 安 職 ７６２千円 ３０，９９６千円

教 育 職 ３，０９１千円 ３１，１１１千円

そ の 他 １，５８５千円 ２８，９６３千円

注１ １人当たり平均支給額は、平成１３年度の実績によるものです。

２ １人当たり平均支給額その他の欄は、公安職及び教育職を除くすべての職員に係るものです。
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� 特例一時金

１０ 特別職の報酬等の状況

平成１４年４月１日現在における特別職の職員の給料又は報酬月額及び期末手当の支給割合は、次の表のとおりです。

１１ 定員の状況

平成１３年及び平成１４年の各年の４月１日現在の部門別職員数の状況と平成１４年の職員数の主な増減理由並びに定員適正化計
ちょく

画の数値目標及び進捗状況は、次のとおりです。

� 部門別職員数の状況と平成１４年の職員数の主な増減理由

（各年４月１日現在）

区 分 給 料 又 は 報 酬 月 額 期 末 手 当

知 事 １，２５４，０００円 （１，３２０，０００円）

副 知 事 ９５９，５００円 （１，０１０，０００円） ６月期 １．４５月分

出 納 長 ８３６，０００円 （ ８８０，０００円） １２月期 １．５５月分

議 長 ９２１，５００円 （ ９７０，０００円） ３月期 ０．５５月分

副 議 長 ８２６，５００円 （ ８７０，０００円） 計 ３．５５月分

議 員 ７７９，０００円 （ ８２０，０００円）

注 給料又は報酬月額は、知事等の給与の特例に関する条例（平成１４年愛媛県条例第５号）及び愛媛県議会議員の報酬の特

例に関する条例（平成１４年愛媛県条例第３２号）に基づき５％減額した後の額であり、（ ）内は減額前の額を記載してい

ます。

職 員 数 対 前 年

増 減 数
主 な 増 減 理 由

平成１３年 平成１４年

一般

行政

部門

議 会 ３７ ３７ ０

総 務 企 画 ６８９ ６８０ △ ９ 出張所の廃止に伴う減等

税 務 １８８ １９３ ５ 徴収及び滞納処理推進体制の強化

民 生 ３７０ ３７５ ５ 児童相談業務体制の強化等

衛 生 ５９１ ５９８ ７ 医療技術短期大学４年制化準備業務の増等

労 働 １００ １００ ０

農 林 水 産 １，３１６ １，２９５ △２１ 農業改良普及センター業務の減等

商 工 １９０ １９７ ７ 南予地域観光振興イベント開催準備業務の増等

土 木 １，１０５ １，０９５ △１０ 道後公園整備事業の終了等

小 計 ４，５８６
（０）

４，５７０
（８）

△１６
（８）

特別

行政

教 育 １４，１００ １４，１２２ ２２ 標準法の改正に伴う教職員の増等

警 察 ２，６５５ ２，６５１ △ ４ 警察官の欠員

区 分 支 給 総 額 職員１人当たり平均支給年額

１３ 年 度 ３９，２３６千円 １，８１０円
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区 分
平成１３年

（計画前年）

平成１４年

（計画１年目）
計

（ 参 考 ）

数 値 目 標

減 員 ８６ ８６

一般行政部門
増 員 ７０ ７０

差 引 △１６ △１６（１７．４％） △９２

職 員 数 ４，５８６ ４，５７０ ４，５７０ ４，４９４

注１ 計画期間は、平成１４年度から平成１７年度までの４年間です。
ちょく

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示すものです。

ちょく

エ 定員適正化計画の進捗状況（実績）の内訳

（各年４月１日現在）

部門 小 計 １６，７５５
（０）

１６，７７３
（７）

１８
（７）

合 計 ２１，３４１
（０）

２１，３４３
（１５）

２
（１５）

注１ 職員数は、一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者及び派遣職員を含み、臨時又は非常勤

の職員は含まれていません。

２ （ ）内は、再任用短時間勤務職員の数であり、外書きです。

３ この表は、従事する職務の部門ごとの職員の集計であり、前記４、７及び８の適用給料表ごとに集計した職員数とは

一致しません。

４ 一般行政部門には、知事の事務部局（愛媛県立医療技術短期大学を除く。）のほか、人事委員会、議会、監査委員及

び労働委員会の事務部局が含まれています。

５ 標準法とは、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律（昭和３３年法律第１１６号）及び公立

高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律（昭和３６年法律第１８８号）をいいます。

ちょく

	 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

ア 定員適正化目標（率・数）

平成１４年度から平成１７年度までの４年間で一般行政部門の職員数を２．０％（９２人）削減します。

イ 定員適正化手法の概要

スクラップ・アンド・ビルドの徹底、事務事業や組織・機構の整理合理化、アウトソーシングの推進、ＩＴ技術の積

極的な活用、中長期的視点に立った計画的な職員採用などにより定員の縮減及び増員の抑制に努めます。
ちょく

ウ 定員適正化計画の進捗状況（実績）

（各年４月１日現在）

区 分
平成１３年

（計画前年）
平成１４年

（計画１年目）
計 手法（事由）の概要

議 会

減 員 ０ ０

増 員 ０ ０

差 引 ０ ０

職員数 ３７ ３７ ３７

総 務

企 画

減 員 ３１ ３１ （減員）

一 増 員 ２２ ２２ 出張所の廃止に伴う減等

差 引 △９ △９ （増員）

職員数 ６８９ ６８０ ６８０ 市町村合併推進体制の強化等

減 員 ０ ０
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家畜商講習会の開催について

家畜商法（昭和２４年法律第２０８号）第４条の２第１項の規

定により、家畜商講習会を次のとおり開催する。

平成１４年９月２７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 開催の日時

平成１４年１０月２４日（木）８時３０分及び１０月２５日（金）８

時３０分

２ 開催の場所

松山市一番町四丁目４－２ 県庁第一別館 ９階会議室

３ 受講手続

受講希望者は、平成１４年１０月１０日（木）までに、次に掲

げる書類を所轄家畜保健衛生所に提出しなければならない

。

� 家畜商講習会受講願書（別記様式）

	 住民票抄本１通

４ 教材

講習用教材は、講習会会場において各自購入すること。

税 務
増 員 ５ ５

般 差 引 ５ ５ （増員）

職員数 １８８ １９３ １９３ 徴収及び滞納処理推進体制の強化

民 生

減 員 ６ ６ （減員）

増 員 １１ １１ 事業量に見合う適正配置

差 引 ５ ５ （増員）

行 職員数 ３７０ ３７５ ３７５ 児童相談業務体制の強化等

衛 生

減 員 ６ ６ （減員）

増 員 １３ １３ 事業量に見合う適正配置

差 引 ７ ７ （増員）

職員数 ５９１ ５９８ ５９８ 医療技術短期大学４年制化準備業務の増等

政

労 働

減 員 １ １ （減員）

増 員 １ １ 今治高等技術専門校の欠員

差 引 ０ ０ （増員）

職員数 １００ １００ １００ 緊急雇用対策業務の増

農 林

水 産

減 員 ２６ ２６ （減員）

部 増 員 ５ ５ 農業改良普及センター業務の減等

差 引 △２１ △２１ （増員）

職員数 １，３１６ １，２９５ １，２９５ 森林・林業の研修・普及指導体制の強化等

商 工

減 員 ４ ４ （減員）

増 員 １１ １１ 事業量に見合う適正配置

門 差 引 ７ ７ （増員）

職員数 １９０ １９７ １９７ 南予地域観光振興イベント開催準備業務の増等

土 木

減 員 １２ １２ （減員）

増 員 ２ ２ 道後公園整備事業の終了等

差 引 △１０ △１０ （増員）

職員数 １，１０５ １，０９５ １，０９５ 都市計画業務の増等
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別記様式

家 畜 商 講 習 会 受 講 願 書

平 成 年 月 日

愛 媛 県 知 事 加 戸 守 行 殿

現 住 所

職 業

（ ふ り が な ）

氏 名

生 年 月 日

貴 県 で 主 催 さ れ る 家 畜 商 講 習 会 を 受 講 し た い の で 、 関 係

書 類 を 添 え て 願 い 出 ま す 。

愛 媛 県 収 入 証 紙 ３ ， １ ３ ０ 円

相 当 額 は り 付 け 場 所
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